
救命救急センターヘのアクセスに  

関する全国分析  

1．救命救急センターから陸路搬送30分圏の状況  

①人口カバー率と総人口  

②人口カバー率と人口当たりの救命救急センター数  
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1．救命救急センターから陸路搬送30分圏（①人口カバー率と総人口）  
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1．救命救急センターから陸路搬送30分圏（②人口カバー率と人口当たりの救命救急センター数）  
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2．救命救急センターヘの陸路搬送60分圏（①人口カバー率と総人口）  
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2．救命救急センターから陸路搬送60分圏（②人口カバー率と人口当たりの救命救急センター数）  
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【資料5－2】  

救命救急センターへのアクセス状況について  





31鳥取県  613，289  3，507．17  2   60分  505，283  82．4   3．3  

90分  602，206  98．2   3，019  86．1  

120分  603，725  98．4   3，300  94．1   

15分  204．420  26．8   146  2．2   

30分  401．021  52．7   795  11．8  

32島根県  761．503  6．707．29  3  60分  590．297  77．5   3．9                              2．739  40．8  

90分  690，411  90．7   4，652  69．4  

120分  712，909  93．6   5，506  82．1  



30分  1．322，265  45．9   451  5．3  

34広島県   2，878，915  8，476．95  5   60分  2，483．456  86．3   1．7                          2．811  33．2  

90分  2．731，520  94．9   6．085  71．8  

120分  2，784，527  96．7   7．390  87．2   

15分  262，460  17．2   155  2，5   

30分  902，284  59．1   1．052  17．2  

35山口県   1，527，964  6，‖0．45  4  60分  1，347．607  8臥2   2．6                          3，935  64．4  



15分   79，083  6．5   24  0．4   

30分  376．811  30．9   222  3．5  

44大分県   1，221．140  6，337．97  口  60分  781，851  64．0   0．8                          1，776  28．0  

90分  1，118，036  91．6   4，342  68．5  

120分  1，184，837  97．0   5，534  87．3   

15分  222，053  19．0   62  0．8   

30分  468，430  40．0   345  4．5  

45宮崎県   1．170，007  7，734．40  2  60分  787，861  67．3   1．7                          1，922  24．9  

90分  1，083．281  92．6   3，912  50．6  

120分  1．142，854  97．7   5，918  76．5   

15分  148，041  8．3   19  0．2   

30分  400，144  22．4   96  1．0  

46鹿児島県   1，786，194  9．186．71   60分  809，942  45．3   0．6                          1．024  11．2  

90分  1．176．827  65．9   3，231  35．2  

120分  1，391，326  77．9   5，075  55．2   

15分  434，036  32．9   101  4．5   

30分  960，121  72．8   375  16．5  

47沖縄県   1，318．220  2．271．30  3  60分  1，118．491  84．8   2．3                          650  28．6  

90分  1，152，279  87．4   902  39．7  

120分  1，154，609  87．6   1．029  45．3   

出典：平成19年度厚生労働科学研究（主任研究者：河原和夫東京医科歯科大学教授）   



消防組織・消防行政の根拠法  

「消防組繊法」→消防の任務・組織・責任など、消防の基本を定めたもの  

「消防法」   →消防吏員等が行う職務などについて定めたもの  

◆消防組織法   

（働庁務ノ  

第1条 消防は、その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を火  

災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災  

害による被害を軽減することを任務とする  

→ 本条において、消防は火災の防御だけでなく災害の防除もその任務とされ  

ている。本条を根拠として、火災以外の救急や救助などが消防任務の範囲  

に含まれることとなる   

（市棚野す盲貞伍）  

第6条 市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果たすべき責任を脅  

する   

（働碧空）  
第7条 市町村の消防は、条例に従い、市町村長がこれを管理する。   

（働訊こ要す■る象徴）  

第8条 市町村の消防に要する費用は、当該市町村がこれを負担しなければなら 

ない。   

（頂桝雛現）  

第9条 市町村は、その消防事務を処理するため、次に掲げる機関の全部又は一  

部を設けなければならない。  

1．消防本部  

2．消防署  

3．消防団   

→ 平成20年3月1日現在、全国の消防本部数は807（市町村数は1，816）  

この内、市長村単独の消防本部数487、組合方式の消防本部数320  

（他の市町村に消防を委託している市町村数は128）   



◆消防法   

（盲 動  

第1条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び  

財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害に因る被害を軽減し、  

もって安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。   

（聴ク若芽）  

第2条第8項 消防隊とは、消防器具を装備した消防吏員若しくは消防団員の一  

隊又は消防組織法（昭和22年法律第226号）第30条第3項の規定による都  

道府県の航空消防隊をいう。   

第2条第9項 救急業務とは、災害により生じた事故若しくは屋外若しくは公衆  

の出入する場所において生じた事故（以下この項において「災害による事故等」  

という。）又は政令で定める場合における災害による事故等に準ずる事故その他  

の事由で政令で定めるものによる傷病者のうら、医務機関その他の場所へ緊急  

に搬送する必要があるものを、救急隊によって、医療機関（厚生労働省令で定  

める医療機関をいう。）その他の場所に搬送すること（傷病者が医師の管理下に  

置かれるまでの間において、緊急やむを得ないものとして、応急の手当を行う  

ことを含む。）をいう。   




